
独立行政法人文化財研究所の中期目標期間に係る業務の実績に関する評価 

◎全体評価 

① 中期目標期間を通じて得られた法人の今後の課題 

（イ）文化財に関する基礎的調査研究をはじめ文化財研究所の活動は、地味ではあるが継続的かつ着実に広い

分野で質の高い成果を挙げており、国内外への貢献は高く評価できる。 

（ロ）しかしながら、研究成果の普及については、分野によりバラツキが感じられることから、今後、広い分

野における研究成果の更なる普及活動を期待する。 

（ハ）研究成果が広く周知されることにより、文化財の価値や意義についての国民に対する啓蒙につながるこ

とを期待する。 

（二）一方、近代化遺産など文化財の保護対象範囲の拡大、高松塚古墳やキトラ古墳の保存など緊急的な課題、

国際協力・支援活動については、今後、研究所の活動に対する期待がより一層高まるものと思われる。こ

れまでの質の高い実績を維持しつつ、更なる取組を行うためには、人的・予算的拡充を期待する。 

② 法人経営に関する意見 

（イ）運営費交付金を充当して行う業務の効率化は、東京・奈良の両研究所における共通業務の見直しや組織

改革等により、中期目標期間を通じ着実に進められたことは高く評価できる。（項目別評価 p１参照） 

（ロ）独立行政法人化、さらには、平成１８年４月からの非公務員化による柔軟な人事制度を活用し、大学や

他の研究機関等との人事交流や、非常勤研究員の活用等による臨機応変な人事運営を期待する。また、新

しい課題に即した適材適所の人材を発掘し活用することによる、我が国の文化財分野における人材育成が

期待される。 

③ 特記事項 

（イ） １９年4月の国立博物館との統合においては、これまで文化財研究所が築いてきた文化財に関する幅広

い分野における基礎的・先進的な調査・研究の位置づけを確たるものとする必要がある。 

（ロ） また、文化財研究所の調査研究の成果が博物館事業へも有効に活用され、新法人全体の調査研究機能が

向上することを期待する。 



項目別評価総表

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

〇業務運営の効率化に関する目標を達成するために
   とるべき措置 A

　職員の意識改革を図るとともに、事務、事業、組織等
を見直し、外部委託の推進等により、経費の合理化を
図ること。具体的には、運営費交付金を充当して行う
業務については、国において実施されている行政コス
トの効率化を踏まえ、業務の効率化を進め、中期目標
の期間中、毎事業年度につき新規に追加される業務、
拡充業務分等を除き1％の業務の効率化を図る。

　国において実施されている行政 コストの効率化を踏
まえ、運営費 交付金を充当して行う業務につい ては、
業務の効率化を進め、中期 目標の期間中、毎事業年
度につき 新規に追加される業務、拡充業務 分等を除
き１％の業務の効率化を 図る。
   具体的には、下記の措置を講ずる。

A A A A A A

１　国際協力、国際共同研究について「国際文化財保
    存修復協力センター」への一元化による業務の効
    率化

A A A A A A

２　両文化財研究所の共通的業務の効率化 A A A A A A

３　両文化財研究所の組織の見直しによる経費の
　　削減 A A A A A A

４　省エネルギー、廃棄物減量化、リサイクルの
　　推進、ペーパーレス化の推進 A A A A A A

５　セミナー室等を積極的に活用するなど施設の有効
　　利用の推進 A A B A A A

６　連絡システムの構築等による事務の効率化 A A A A A A

７　業務の外部委託、事務のＯＡ化の推進等による
　　効率的な事務の執行 A A A A A A

８  法人の自己点検評価のあり方について検討し、適
　　切な自己点検評価を実施するとともに、今後の法人
　　運営の改善に反映させる。

A A A A A A

独立行政法人文化財研究所の中期目標期間に係る業務の実績に関する評価

中期目標の項目名 中期計画の項目名
中期目標期間中の評価の経年変化

評定 評定
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項目別評価総表

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

独立行政法人文化財研究所の中期目標期間に係る業務の実績に関する評価

中期目標の項目名 中期計画の項目名
中期目標期間中の評価の経年変化

評定 評定

○国民に対して提供するサービスその他の業務の質
　 の向上に関する目標を達成するためにとるべる措
置
１　文化財に関する調査・研究
　我が国における文化財及びその関連資料は膨大で
あり、その調査・研究と実態の解明には多大の時間を
必要とするが、緊急度や重要性等を勘案し、主として
下記の事項について計画的に調査・研究を進めるこ
と。その際、最終的な結論を導き出すために長期にわ
たる調査・研究の蓄積が必要な場合は、一定の期間
で客観的事実や中間的な成果を得られるよう課題を
設定し、その成果を適時適切に国民に公表すること。

A A A A A A A

（１）文化財に関する基礎的な調査・研究の推進
　　以下の課題に取り組み、文化財に関する基礎的な
調査・研究の推進を図ること。 A A A A A A A

１　文化財に関する調査・研究
（１）－①－ア　東アジアの美術の交流 A A A A A A

（１）－①－イ　近代美術の発達 A A A A A A

（１）－①－ウ　伝統芸能の調査・外国比較 A A A A A A

（１）－①－エ　伝統楽器の変遷 A A A A A A

（１）－①－オ　民俗芸能の上演目的 A B A A A A

（１）－②－ア　平城宮、飛鳥・藤原宮の発掘 A A A A A A

（１）－②－イ　平城宮、藤原宮の関連遺跡の発掘 A A A A A A

（１）－②－ウ　出土遺物・遺構の調査等 A A A A A A

（１）－②－エ　建造物の保存修復の基礎研究 A A A A A A

（１）－②－オ　大極殿復原の実践的研究 A A A A A A

（１）－②－カ　古代庭園の研究 A A A A A A

（１）－②－キ　飛鳥の歴史研究、展示活用 A A A A A A

A①　美術、演劇、音楽、民俗芸能等の文化財の伝播、
継承及び発展の解明を進め、特に、大正期及び昭和
前期の美術展覧会に出品された作品とその作家の美
術史的な評価を行い、成果として総合的な目録を完成
すること。

A②　平城宮跡、飛鳥．藤原官跡の発掘調査等により、
古代都城や国家の形成過程、当時の生活環境等の実
態の解明を進め、本期間中に１３カ所程度の発掘調査
を行い、研究成果を得るよう努めること。
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項目別評価総表

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

独立行政法人文化財研究所の中期目標期間に係る業務の実績に関する評価

中期目標の項目名 中期計画の項目名
中期目標期間中の評価の経年変化

評定 評定

③　寺院等が所蔵する歴史資料、書跡資料等の調査・
記録・分析により、日本の歴史・文化の源流の解明を
進め、本期間中に５カ所程度の調査・研究を行い、成
果を得るよう努めること。

A （１）－③　古社寺資料の原本調査 A A A A A A

（２）文化財の調査．保存．修復．整備活用に関する実
践的な調査．研究の推進以下の課題に取り組み、文
化財に関する基礎的な調査・研究を基に、文化財の調
査・保存・修復・整備・活用に関する実践的な調査・研
究を進め、その成果を文化財施策の向上に資するよう
提供すること。

A A A A A A A

（２）－①－ア　発掘手法、技術の開発 A A A A A A

（２）－①－イ　年輪年代測定法 A A A A A A

（２）－①－ウ　環境分析法 A A A A A A

（２）－①－エ　考古科学の総合的研究 A A A

（２）－②－ア　彩色材料の非破壊測定法 A A A A A A

（２）－②－イ　臭化メチル燻蒸代替法 A A A A A A

（２）－②－ウ　文化財施設の保存環境、周辺環境 A A A A A A

（２）－②－エ　大型木製品の劣化等 A A A A A A

（２）－②－オ　古糊などの伝統的修復材料等 A A A A A A

（２）－②－カ　古代遺跡の保存修復 A A A A A A

（２）－②－キ　近代の文化遺産の保存修復 A A A A A A

（２）－③－ア　平城宮整備、全国大規模遺跡 A A A A A A

（２）－③－イ　遺跡の露出展示法 A A A A A A

A

A

A
③　国民に親しまれる遺跡の公開・展示の在り方と保
存方法の開発を進めること。特に、遺跡の露出展示法
を開発すること。

②　科学的手法を用いた新たな保存修復技術・方法の
開発を進め、特に、文化財の彩色材料の非破壊測定
法、臭化メチル全廃に対応するための文化財の生物
劣化防除法、屋外文化財(臼杵磨崖仏・厳島神社)に
対し環境が及ぼす影響とその技術的対策、大型木製
品の保存処理法、有機質遺物の保存処理法及び無機
質遺物の非破壊構造調査法を開発すること。

①　文化財の材料や技術的構造を明らかにし、それら
文化財を生み出した文化的・歴史的背景の解明を進
め、発掘調査の迅速化や美術品、出土品に関する科
学的調査の発展を図ること。特に、遺構の科学分析等
による遺跡調査法、年輪から年代や当時の気象を分
析する年輪年代測定法及び動植物遺存体を用いた環
境分析法を開発すること。
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項目別評価総表

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

独立行政法人文化財研究所の中期目標期間に係る業務の実績に関する評価

中期目標の項目名 中期計画の項目名
中期目標期間中の評価の経年変化

評定 評定

（３）－①－ア　諸外国の文化財保護制度 A A A A A A

（３）－①－イ　東南アジアの文化財 A A A A A A

（３）－①－ウ　中国、中南米諸国の文化財 A A A A A A

（３）－①－エ　文化財の防災計画 A A A A

（３）－①－オ　在外日本古美術品修復 A A A A A A

（３）－①－カ　環境による不動産文化財の劣化 A A A A A A

（３）－①－キ　アジア古代都城遺跡ほか A A A A A A

（３）－②－ア　イクロム国際研修 A A A A A A

（３）－②－イ　保存修復国際シンポジウム A A A A A A

（３）－②－ウ　アジア文化財保存セミナー A A A A A A

（３）－②－エ　国際文化財保存修復研究会 A A A A A A

（３）－②－オ　ＪＩＣＡ等の研修協力 A A A A A A

（３）－③　職員の海外派遣協力 A A A A A A

（３）－④ 国内共同研究 A A A A A A

（３）－⑤ 外部依頼の実践的研究（受託研究） A A A A A A

（３）－⑥ 地方との共同発掘調査

２　調査・研究に基づく資料の作成・公表
           ①－ア 研究報告書、年報等の刊行 A A A A A A

           ①－イ 奈文研創立５０周年記念事業 A A

           ①－ウ 公開学術講座等
　　　　　　　　　　　　公開学術講座開催状況 A B A A A A

　　　　　　　　　　　　公開講演会開催状況 A B A A A A

A

A

（３）文化財に係る調査・研究に関する国際交流・協力
等の推進
　文化財の調査・保存・修復に関する国際機関、諸外
国との調査・研究協力、情報交換、専門家の養成支援
等を積極的に実施することにより、文化財に関する国
際交流を推進すること。また、外国の文化財保存修復
に関する技術的指導・援助等を行うことにより、文化財
に関する国際貢献・協力を推進すること。
　さらに、大学、研究機関等関係機関との共同調査・
研究、研究者交流等を積極的に推進し、調査・研究の
質の向上を図ること。

 ２　調査・研究に基づく資料の作成・公表
　文化財に関する調査・研究に基づく成果について、
速やかに報告書等を作成し、適切な時期・方法により
積極的に公表すること。その際、文化財研究者等だけ
でなく、多くの国民が容易に研究成果を入手できるよ
う、情報通信技術の活用や再現模型・複製品の作成
等多様な手法を用いて、資料の作成・公表を推進する
こと。なお、刊行物等の発行及び黒田記念館、飛鳥資
料館、平城官跡資料館、飛鳥藤原宮跡発掘調査部展
示室の入館者数は、毎年度平均で平成１２年度の実
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項目別評価総表

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

独立行政法人文化財研究所の中期目標期間に係る業務の実績に関する評価

中期目標の項目名 中期計画の項目名
中期目標期間中の評価の経年変化

評定 評定

　　　　　　　　　　　　現地説明会開催状況 A A A A A A

           ①－エ データベース公開 A B A A A A

           ①－オ 展示・公開事業（黒田記念館、飛鳥資
　　　　　　　　　　　料館、平城宮跡資料館、飛鳥藤原宮
　　　　　　　　　　　跡発掘調査部資料室）
　　　　　　　　　　　　黒田記念館展示・公開充実状況

A B A A A A

　　　　　　　　　　　　飛鳥記念館展示・公開充実状況 B B B B B Ｂ

　　　　　　　　　　　　平城宮跡資料館展示・公開充実状況 A A B A A Ｂ

　　　　　　　　　　　飛鳥藤原宮跡発掘調査部展示室展
　　　　　　　　　　　示・公開充実状況 A A A A A A

           ①－カ アンケート調査 A A A A A A

           ②－ア 民俗芸能研究協議会 A B A A A A

           ②－イ 文化財保存修復研究協議会 A A A A A A

           ②－ウ 近代の文化遺産保存研究会 A A A A A Ｂ

           ②－エ 保存科学研究集会 A A A A A A

           ②－オ 在外日本古美術品修復技術研究会 A A A A A A

３　文化財に関する情報・資料の収集・整理・提供
           ①－ア  資料・図書の収集等 A A A A A A

           ①－イ  資料データベースの作成 A A A A A A

           ② 文化財情報の電子化 A A A A A A

A

３　文化財に関する情報・資料の収集・整理・提供
　文化財に関する情報・資料を計画的に収集・整理し、
積極的に公開・提供すること。その際、多くの国民が文
化財に関する情報・資料に容易に接することができる
よう、情報通信技術を活用して情報提供を行うなど、
多様な手法を用いて、情報・資料の収集・整理・提供を
推進すること。なお、情報・資料の収集及びホーム
ページのアクセス件数は毎年度平均で平成１２年度の
実績以上を達成すること。

示室の入館者数は、毎年度平均で平成１２年度の実
績以上を確保するよう努めること。
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項目別評価総表

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

独立行政法人文化財研究所の中期目標期間に係る業務の実績に関する評価

中期目標の項目名 中期計画の項目名
中期目標期間中の評価の経年変化

評定 評定

４　文化財に関する研修等
           ①－ア  埋蔵文化財発掘技術者研修 A A A A A A

           ①－イ  保存担当学芸員研修 A A A A A A

           ②－ア  連携大学院教育 A A A A A A

           ②－イ  博物館学実習 A A A B A A

５　文化財の調査・保存・修復・整備・活用に関する
　　援助・助言
　　　　  ①平城宮跡整備等への援助助言

A A A A A A

           ②地方公共団体等への助言 A A A A A A

           ③文化財収蔵公開施設等への援助助言 A A A A A A

６　前各項の業務に附帯する業務
（１）国の文化財に関する公開・活用事業を促進するた
め、文化財研究所の業務に密接な関係を有する遺跡
地の公開・活用に協力・支援すること。

Ａ ６　前各項の業務に附帯する業務
（１） 平城宮跡等の公開活用協力 A A A A A A

（２）－① 解説ボランティア運営 A A A A A A

（２）－② 各種ボランティアの活動協力 A A A A A A

（２）－③ ミュージアムショップの運営委託 A A A A A A

（２）－④ 平城宮跡等来訪者の満足度調査 A A A A A A

A

（２）平城宮跡及び飛鳥・藤原宮跡等の解説、環境保
全等を行うボランティア活動を積極的に支援し、ボラン
ティアの文化財に対する学習需要にも適切に対応する
とともに、毎年度平均で平成１２年度実績以上のボラ
ンティアの確保を図り、来訪者に対するサービスを充
実すること。

５　文化財の調査・保存・修復・整備・活用に関する援
助・助言
　調査・研究の成果を活用し、国・地万公共団体等に
対して、文化財の調査・保存・修復・整備・活用に関す
る専門的・技術的な援助・助言を積極的に実施するこ
とにより文化財保護の質の向上を図ること。

A

Ａ

４　文化財に関する研修等
　文化財の保存．活用を推進し、国民に対するサービ
スの向上を図るため、地方公共団体、博物館、美術館
等閑係機関の職員の資質向上を目的とする研修等を
計画的に実施すること。なお、文化財研究所が主催す
る研修事業に参加した者のうち、平均８０%以上の者か
ら「有意義だった」、「役に立った」と回答してもらえるよ
う研修内容の充実を図ること。
　また、連携大学院制度により大学院生を積極的に受
入れるなど、文化財の保存・活用を支える人材の養
成・確保に努めること。

6



項目別評価総表

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

独立行政法人文化財研究所の中期目標期間に係る業務の実績に関する評価

中期目標の項目名 中期計画の項目名
中期目標期間中の評価の経年変化

評定 評定

収入面に関しては、実績を勘案しつつ、外部資金等を
積極的に導入することにより、計画的な収支計画によ
る運営を図る。  また、管理業務の効率化を進める観
点から、各事業年度において、適切な効率化を見込ん
だ予算による運営に努める。
（１）予算（中期計画の予算）
（２）収支計画
（３）資金計画

A A A A A A

短期借入金の限度額は、６億円。短期借入が想定され
る理由は、運営費交付金の受入れに遅延が生じた場
合である。

決算において剰余金が発生した場合は、調査・研究、
出版事業及び国民に対するサービスの向上に必要な
展示施設・設備の整備等に充てる。

A A A A A

Ⅴ　その他業務運営に関する重要事項
 １　人事管理(定員管理、給与管理、意識改　革等)、
人事交流の適切な実施により、内　部管理事務の改
善を図ること。 Ａ

１　人事に関する計画
（１）方針
　①　職員の適正な配置と計画的　　な人事交流の推
進
　②　職務能率の維持・増進
　  ア　福利厚生の充実
　　イ　職員の能力開発等の推進
（２）人員に係る指標

A A A A A A

２　長期的な展望のもとに施設・設備整備計　画を作
成し、整備を推進すること。 Ａ ２　施設・設備の整備を計画的に　推進する。 A A A A A A

Ⅳ　財務内容の改善に関する事項
　自己収入の確保、予算の効率的な執行に努め、適
切な財務内容の実現を図ること。
（１） 積極的に外部研究資金、施設使用料等、自己収
入の増加に努めること。また、自己収入額の取り扱い
においては、各事業年度に計画的な収支計画を作成
し、当該収支計画による運営に努めること。
（２） 固定的経費の節減
　管理業務の節減を行うとともに、効率的な施設運営
を行うこと等により、固定的 経費の節減を図ること。 Ａ
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【参考資料１】予算、収支計画及び資金計画に対する実績の経年比較（過去５年分を記載） （単位：百万円）

区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度
収入 支出
　運営費交付金収益 3,182 3,091 2,982 3,111 2,946 　業務費 2,765 2,995 2,796 2,843 2,992
　業務収益 18 23 20 16 21 　一般管理費 870 790 759 722 692
　受託収入 129 218 188 257 475 　財務費用 0 0 0 0 0
　財産賃貸収益 2 3 2 2 2 　雑損 － － 0 0 0
　寄付金収益 2 11 8 8 18
　資産見返負債戻入 400 423 273 208 164
　財務収益 0 0 0 0 0
　雑益 132 39 23 27 30

　計 3,865 3,808 3,496 3,629 3,656 　計 3,635 3,785 3,555 3,565 3,684

（単位：百万円）
区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

費用 収益
　経常費用 　経常収益
　　業務費 　　運営費交付金収益 3,182 3,091 2,982 3,111 2,946
　　　人件費 1,516 1,556 1,458 1,435 1,413 　　業務収益 18 23 20 16 21
　　　調査研究事業費 288 337 369 392 402 　　国からの受託業務収入 97 143 112 166 379
　　　展示出版事業費 109 113 98 87 94 　　その他の受託業務収入 32 75 77 90 96
　　　情報公開事業費 104 134 155 160 142 　　財産賃貸収益 2 3 2 2 2
　　　研修事業費 21 24 19 22 18 　　寄付金収入 2 11 8 8 18
　　　国際研究協力事業費 200 195 227 286 280 　　資産見返運営費交付金戻入 6 21 43 53 66
　　　平城宮跡等公開支援事業費 48 38 42 41 49 　　資産見返寄付金戻入 0 8 13 20 24
　　　附帯業務費 3 3 2 2 3 　　資産見返物品受贈額戻入 394 394 217 135 74
　　　受託業務費 107 205 185 245 459 　　受取利息 0 0 0 0 0
　　　減価償却費 369 390 240 173 132 　　物品受贈益 116 13 - - -
　　一般管理費 　　雑収入 16 26 22 27 30
　　　人件費 273 280 296 280 291 　臨時利益 - 33 - 2 -
　　　管理経費 566 477 428 406 363
　　　減価償却費 31 33 35 36 38
　　財務費用 0 0 0 0 0
　　雑損 - - 0 0 0
　臨時損失 - 35 1 - 2

　計 3,635 3,820 3,555 3,565 3,686 　計 3,865 3,841 3,496 3,630 3,656
純利益 230 21 -59 65 -30
目的積立金取崩額 31 28 21 13
総利益 230 52 -31 86 17
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（単位：百万円）
区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

資金支出 資金収入
　業務活動による支出 　業務活動による収入
　　人件費支出 1,680 1,793 1,839 1,637 1,734 　　運営費交付金収入 3,333 3,254 3,086 3,216 3,046
　　業務費支出 627 960 1,259 1,195 1,370 　　寄付金収入 5 10 11 17 7
　　一般管理費支出 391 396 442 421 297 　　入場料収入 26 22 22 16 20
　　科学研究費等支出 175 235 219 214 190 　　財産利用収入 2 3 2 2 2
　　消費税等の支払額 - - 7 2 12 　　受託収入 48 277 189 133 233
　　財務費用 0 0 0 0 0 　　科学研究費等収入 175 235 219 214 191
　投資活動による支出 　　財務収入 0 0 0 0 0
　　有形固定資産の取得による支出 157 213 164 116 80 　　雑益 16 25 22 27 30
　　無形固定資産の取得による支出 0 - 2 2 　　その他の収入 - - - - -
　　預託金の支払による支出 1 0 0 - 1 　投資活動による収入
　財務活動による支出 　　有形固定資産の売却による収入 - - - 3 -
　　リース債務の返済による支出 0 0 1 1 4 　財務活動による収入

　　消費税等の還付額 - 565 - - -
　翌年度への繰越金 574 1,362 984 1,024 866

　前年度よりの繰越金 - 574 1,362 984 1,024

　計 3,031 3,597 3,931 3,588 3,690 　計 3,605 4,391 3,551 3,628 3,529

【参考資料２】貸借対照表の経年比較（過去５年分を記載） （単位：百万円）
区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

資産 負債
　流動資産 1,241 1,409 1,043 1,205 1,298 　流動負債 436 628 381 495 658
　固定資産 19,881 19,322 18,816 18,322 17,914 　固定負債 1,106 874 726 644 608

　負債合計 1,542 1,502 1,107 1,139 1,266
資本
　資本金 17,167 17,167 17,167 17,167 17,167
　資本剰余金 2,184 1,859 1,499 1,070 658
　利益剰余金 230 203 86 151 121
　（うち当期未処分利益） (230) (53) (-31) (86) (0)

　資本合計 19,581 19,229 18,752 18,388 17,946
　資産合計 21,122 20,731 19,859 19,527 19,212 負債資本合計 21,123 20,731 19,859 19,527 19,212
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【参考資料３】利益（又は損失）の処分についての経年比較（過去５年分を記載）
区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

Ⅰ　当期未処分利益 230 53 -31 86 -17
　当期総利益 230 53 -31 86 -17
　前期繰越欠損金

Ⅱ　利益処分額 230 53 -31 86 -17
　積立金 48 36 -31 86 -17
　独立行政法人通則法第４４条第３項により
　主務大臣の承認を受けた額
　　調査研究事業積立金 43 17 - - -
　　展示出版事業積立金 46 - - - -
　　情報公開事業積立金 93 - - - -

【参考資料４】人員の増減の経年比較（過去５年分を記載）
職種※ 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

定年制研究職員 90 90 85 90 90
任期制研究系職員 - - - - -
定年制事務職員 36 36 36 36 36
任期制事務職員 - - - - -

※職種は法人の特性によって適宜変更すること
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独立行政法人文化財研究所の中期目標期間に係る業務の実績に関する評価
◎ 項目別評価

中期目標の項目毎に段階的評価を行う。
○段階的評価
「A ：中期目標を達成した。」
「B ：中期目標を概ね達成した。」
「C ：中期目標は十分に達成されなかった。」

○定性的評価
評定を出すに至って背景や理由、改善すべき項目、目標設定の妥当性を記述する。

なお、特に優れた実績を上げた場合は、Ａ の評価を行うことができるものとする。＋

〇 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

中期目標 評価基準 中期目標評定事業年度段階的評価結果 中期計画

中期目標 中期計画 指標又は評価項目
段階的評定 Ａ B C 13 14 15 16 17 定性的評価段階的評定

Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項 国において実施されている行政コス ・業務の効率化状況 運営費交付金を充当して行

職員の意識改革を図るとともに、事務、 Ａ トの効率化を踏まえ、運営費交付金を Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ う業務の効率化は、平成 13
事業、組織等の見直し、外部委託の推進等 充当して行う業務については、業務の 年度に 2.92%、14 年度に 3.0

により、経費の合理化を図ること。具体的 効率化を進め、中期目標の期間中、毎 7%、15 年度に 2.90 ％、16 年

には、運営費交付金を充当して行う業務に 事業年度につき新規に追加される業 度に 1.63 ％、そして、今年
ついては、国において実施されている行政 務、拡充業務 分等を除き１％の業務 度 1.96 ％を達成したことは

コストの効率化を踏まえ、業務の効率化を の効率化を図る。 ・経費の削減率 １．５％以 １．５％ １．０％ 高く評価できる。

進め、中期目標の期間中、毎事業年度につ 具体的には、下記の措置を講ずる。 上 未満 未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
き新規に追加される業務、拡充業務分等を １．０％

除き１%の業務の効率化を図る。 以上

１ 国際協力、国際共同研究につい ・組織の一元化の状況 定性的評価を記述し、委員の協議 東京、奈良の両研究所が
て「国際文化財保存修復協力セン ・業務の効率化状況 により、評定を実施 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 連携協力し、一元化による成

ター」への一元化による業務の効 果は挙げられたと評価する。
率化

２ 両文化財研究所の共通的業務の ・共通的業務の効率化状況 定性的評価を記述し、委員の協議 「事務部課長連絡会」や

効率化 により、評定を実施 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 「事務担当者連絡会」におい

て、業務の見直しや人事・給
与事務の効率化を検討した等

の努力に評価する。

３ 両文化財研究所の組織の見直し ・組織の見直し状況 定性的評価を記述し、委員の協議 組織の抜本的な改革につ
による経費の削減 により、評定を実施 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ いて検討されたことを高く評

価する。
４ 省エネルギー、廃棄物減量化、 ・省エネルギー推進状況 定性的評価を記述し、委員の協議 省エネルギー、廃棄物減量

リサイクルの推進、ペーパーレス ・廃棄物減量化推進状況 により、評定を実施 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 化、リサイクルの推進、及び

化の推進 ・リサイクル推進状況 ペーパーレス化の推進を図る

・ペーパーレス化推進状況 ため、日常の節電節水等を周
知徹底することはもとより、

夏季におけるノーネクタイ等

軽装の励行、冷暖房の省エネ
運転等を行った。また、複写

機の利用節約のため部局別に
カウンターカードを使用し予

算差引を行うとともに、コピ
ー用紙は再生紙の使用、古紙
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の回収、所内ＬＡＮの活用に

よる回覧文書のペーパーレス

化を図った。また 「環境物、
品等の調達の推進を図るため
の方針」を定め、これを推進

したことにより、光熱水量の
節減された。

５ セミナー室等を積極的に活用す ・施設の有効利用の推進状況 定性的評価を記述し、委員の協議 施設の有効利用の推進の

るなど施設の有効利用の推進 により、評定を実施 Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ ために、施設利用貸付規定を
制定するなど評価できるが、

もっと利用されるような努力

を期待する。
６ 連絡システムの構築等による事 ・連絡システムの構築状況 定性的評価を記述し、委員の協議 Eメールや会計システム・

務の効率化 ・事務の効率化状況 により、評定を実施 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ ネットワークの活用、文書取

扱細則及び予算、決算及び出

納事務取扱規則を改正し、決
裁事務の効率を図ったことな

ど事務の効率化に努めたこと

を評価する。
７ 業務の外部委託、事務のＯＡ化 ・業務の外部委託推進状況 定性的評価を記述し、委員の協議 業務の外部委託について

の推進等による効率的な事務の執行 ・事務のＯＡ化推進状況 により、評定を実施 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ は、奈良文化財研究所におい
・事務の効率化推進状況 ては受付業務並びに奈良市、

橿原市、明日香村に所在する

各部局間の文書等連絡便を外

部委託した。 事務のＯＡ化
の推進については、ＩＰ電話

システムを導入し経費の節減

を図った。また、既存会計シ
ステムのより円滑な運用とそ

の導入経費節減のため、同シ
ステムを利用する他の独立行
政法人と共同でシステムの更

新版を完成させて導入した。

さらに、旅費発給事務の効率
化を図る旅費システムを導入

するなど、管理部門のＯＡ化

を推進した。
８ 法人の自己点検評価のあり方に ・自己点検・評価の実施状況 定性的評価を記述し、委員の協議 自己点検評価報告書の作成

ついて検討し、適切な自己点検評価 ・法人運営の改善状況 により、評定を実施 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ など外部評価を含む自己点検
を実施するとともに、今後の法人運 評価のための努力は高く評価
営の改善に反映させる。 される。同一基準による継続

的な評価も必要ではあるが、

発想を転換し、評価方法に不
断の見直しが求められよう。
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〇 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

中期目標 評価基準 中期目標評定事業年度段階的評価結果 中期計画

中期目標 中期計画 指標又は評価項目
段階的評定 Ａ B C 13 14 15 16 17 定性的評価段階的評定

Ⅲ 国民に対して提供するサービスその他 １ 文化財に関する調査・研究

の業務の質の向上に関する事項 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
１ 文化財に関する調査・研究

我が国における文化財及びその関連資料

は膨大であり、その調査・研究と実態の解
明には多大の時間を必要とするが、緊急度

や重要性等を勘案し、主として下記の事項

について計画的に調査・研究を進めること。
その際、最終的な結論を導き出すために長
期にわたる調査・研究の蓄積が必要な場合

は、一定の期間で客観的事実や中間的な成
果が得られるよう課題を設定し、その成果

を適時適切に国民に公表すること。

（１）文化財に関する基礎的な調査・研究

の推進 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
以下の課題に取り組み、文化財に関する

基礎的な調査・研究の推進を図ること。
① 美術、演劇、音楽、民俗芸能等の文化 アジアにおける美術交流や
財の伝播、継承及び発展の解明を進め、 Ａ １－（１）－① ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協議 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 日本への影響についてさまざ

特に、大正期及び昭和前期の美術展覧会 ア 東アジア地域における美術交流の ・調査・研究実施状況 により、評定を実施 まな分野において、継続的に

に出品された作品とその作家の美術史的 歴史や日本美術に及ぼした影響につ 活発に実証的な調査・研究が
な評価を行い、成果として総合的な目録 いて解明するため、美術に関する資 ・学術雑誌等への掲載論文等数 ２件以上 １件 ０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 進められており評価できる。

を完成すること。 料を収集し、分析、研究を行い、得

られた成果を報告書として刊行す ・学会、研究会等での発表件数 １０件 １０件 ８件未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
る。 以上 未満

８件以上
継続的に、活発な調査、研

イ 我が国の近代美術の発達に関し ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協議 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 究、出版活動が行われ、刊行

て、時代ごとに調査・研究を進める ・調査・研究実施状況 により、評定を実施 された目録の内容は充実して

とともに黒田清輝に関する研究を進 おり 評価できる 特に 大、 。 、「
める。資料収集、分析、研究を通じ ・学術雑誌等への掲載論文等数 ３件以上 ３件未満 ２件未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 正期美術展覧会品目録 や 昭」「

て得られた成果を 「大正期美術展 ２件以上 和前期美術資料収集」の編纂

覧会出品目録 、 「昭和前期美術資 は、研究所の仕事として大き」
料集成 （仮称 「黒田清輝油彩画 ・学会、研究会等での発表件数 ２件以上 １件 ０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ く評価できる。」 ）、

総目録」等の目録として刊行する。

歌舞伎、能などの伝統芸

ウ 伝統芸能に関する調査及び外国と ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協議 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 能に関する基礎的研究は評価

の比較研究のため、現地調査及び記 ・調査・研究実施状況 により、評定を実施 できる。その研究成果を外部
録作成、分析を行い、得られた成果 に影響を与えるよう、今後さ

を報告書として刊行する。 ・学術雑誌等への掲載論文等数 ３件以上 ３件未満 ２件未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ らに研究成果の発表を期待す

２件以上 る。

・学会、研究会等での発表件数 ２件以上 １件 ０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

限られた人員で日本の伝統
エ 伝統楽器の変遷に関する資料収集 ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協議 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 楽器に関する基礎研究が着実
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・調査・研究を行い、得られた成果 ・調査・研究実施状況 により、評定を実施 に継続され、研究成果を挙げ

を所蔵目録及び報告書として刊行す た 、。

る。 ・学術雑誌等への掲載論文等数 ２件以上 １件 ０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

・学会、研究会等での発表件数 ２件以上 １件 ０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

問題意識の有り様は正し

オ 民俗芸能の上演目的や上演場所の ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協議 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ いと評価できるが、我が国の

歴史的変遷に関する調査研究を行 ・調査・研究実施状況 により、評定を実施 民俗芸能に対する大きな視野
い、民俗芸能の本来の意義を明らか を持った、文化財研究所が行

にし、報告書として刊行する。 ・学術雑誌等への掲載論文等数 ２件以上 １件 ０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ うべき民俗芸能の調査・研究

の目的をより明確にしたうえ
・学会、研究会等での発表件数 ２件以上 １件 ０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ での調査地の検討を望む。

日本古代における都城制の

② 平城宮跡、飛鳥．藤原官跡の発掘調査 Ａ １－（１）－② ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協議 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 研究を大きく前進させる重要

等により、古代都城や国家の形成過程、 ア 平城宮跡及び飛鳥・藤原宮跡につ ・調査・研究実施状況 により、評定を実施 な成果をあげた。奈良文化財
当時の生活環境等の実態の解明を進め、 いて、以下の発掘調査を実施し、古 研究所の基幹的な調査・研究

本期間中に１３カ所程度の発掘調査を行 代都城の実態解明のための調査・研 ・学術雑誌等への掲載論文等数 ３件以上 ３件未満 ２件未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ であり着実に実施され成果が

い、研究成果を得るよう努めること。 究を行い、得られた成果を報告書と ２件以上 報告されており高く評価でき
して刊行する。 る。

（平城宮跡）第一次大極殿地区、 ・学会、研究会等での発表件数 １件以上 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
第二次朝堂院地区、東院地区

（藤原宮跡）宮朝堂院跡、京内条

坊街区

奈良文化財研究所創設以来
イ 平城宮跡及び飛鳥・藤原宮跡以外 ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ の永続的研究テーマに基づく

の遺跡で上記アと密接な関係を有す ・調査・研究実施状況 議により、評定を実施 もので、有用性、発展性とも

る以下の遺跡の発掘調査を実施し、 に、その着実な成果は高く評
比較研究を行う。 ・学術雑誌等への掲載論文等数 ５件以上 ５件未満 ４件未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 価できる。

平城宮跡地区 興福寺中心伽藍 ４件以上（ ） 、
興福寺大乗院、興福寺一乗院、東大
寺中心伽藍、法華寺阿弥陀浄土院、 ・学会、研究会等での発表件数 １件以上 ０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

平城宮東院南方遺跡

（飛鳥・藤原宮跡地区）石神・水落
遺跡、飛鳥寺跡

藤原宮跡、平城宮跡の調査
ウ 上記発掘調査による出土遺物及び ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協議 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ に伴う出土遺物の整理やデー

遺構に関する調査、分析、復原的研 ・調査・研究実施状況 により、評定を実施 タベース化は貴重な成果。最
究を総合的・多角的に実施し、得ら ・模型等作成状況 終年度はコンピュータグラフ
れた成果を報告書として刊行する。 ・コンピュータグラフィック作成状況 ィックは無かったが、新しい

また、古代飛鳥のイメージ再現研究 ・出土品レプリカ作成状況 手法で分かりやすく具体的に

として、模型、コンピュータグラフ 成果を知らせようとしている
ィック、出土品のレプリカを作成す 努力を評価する。

る。

建造物調査はいずれも質が
エ 文化財建造物の保存及び修復に ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 高く、その成果は全国の研究

必要な基礎データを蓄積し、分析・ ・調査・研究実施状況 議により、評定を実施 者の指標となるなど、高く評

研究を行う。得られた成果により全 価できる。
国各地で行われている文化財建造物 ・学術雑誌等への掲載論文等数 ６件以上 ６件未満 ４件未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
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の保存のための指標となる研究報告 ４件以上

書を作成する。

・学会、研究会等での発表件数 ５件以上 ５件未満 ４件未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
４件以上

文化財研究所の適切な指

オ 文化庁が行う平城宮跡第一次大極 ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 導・助言により、第一次大極
殿復原に関して、専門的・技術的な ・調査・研究実施状況 議により、評定を実施 殿の復元事業は順調に進捗し

援助・助言を行うため、設計及び施 ていると評価する。

工に関する実践的な研究を実施す ・学術雑誌等への掲載論文等数 １件以上 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
る。

・学会、研究会等での発表件数 １件以上 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

古代庭園の解明に大きく貢
カ 古代庭園に関する資料収集を行 ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 献した。また、この分野の研
い、分析・検討の結果、報告書を作 ・調査・研究実施状況 議により、評定を実施 究を大きく前進させたもので

成する。また、これまでに蓄積して ・データベース内容充実状況 あり、国際協力の観点からも

きた発掘庭園に関するデータベース その意義は十分に果たされて
を質、量の両面から充実させ、逐次 ・学術雑誌等への掲載論文等数 ６件以上 ６件未満 ４件未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ いる。

公開する。 ４件以上

・学会、研究会等での発表件数 １件以上 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

飛鳥地域の歴史に関する調
キ 飛鳥地域の歴史に関する調査・研 ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 査研究に大きな成果が上げら
究を実施し、飛鳥地域の歴史を解明 ・調査・研究実施状況 議により、評定を実施 れている。飛鳥資料館の展示

するとともに飛鳥資料館の展示を通 ・展示方法等の検討状況 の企画は、斬新であり、面白

して有効に活用する方法を検討す く、活用の仕方はいろいろと
る。 ・学術雑誌等への掲載論文等数 ３件以上 ３件未満 ２件未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 工夫と努力をされている。研

２件以上 究所の調査成果を基礎に飛鳥

・藤原地域の歴史を展示する
・学会、研究会等での発表件数 ４件以上 ４件未満 ３件未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ ための資料館として、目的に

３件以上 沿った活性化を期待する。
興福寺、薬師寺、東大寺等

③ 寺院等が所蔵する歴史資料、書跡資料 Ａ １－（１）－③ ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ の所蔵する文書など歴史資料

等の調査・記録・分析により、日本の歴史 下記の古社寺所蔵の歴史資料・書 ・調査・研究実施状況 議により、評定を実施 の調査が行われたが、こうし

・文化の源流の解明を進め、本期間中に５ 跡資料等に関する原本調査及び記録 ・データベース内容充実状況 た奈良文化財研究所設立時以
カ所程度の調査・研究を行い、成果を得る 作成等を行い、文献の面から日本の 来の基礎的調査・研究が地道

よう努めること。 歴史、文化の源流等の実態を探る。 ・学術雑誌等への掲載論文等数 ２件以上 １件 ０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ に継続されていることは重要

 得られた成果により、報告書及びデ であるが、国立博物館との統
ータベースを作成する。 ・学会、研究会等での発表件数 １件以上 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 合を踏まえ、国立博物館の社

調査対象 興福寺 東大寺 薬師寺 寺文書調査と重複しないよう（ ） 、 、 、
法隆寺、西大寺 ・データベースへのデータ入力件数 ７００件 ７００件 ５６０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 業務の位置づけについて検討

以上 未満 未満 されたい。

５６０件

以上

（２）文化財の調査．保存．修復．整備活 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

用に関する実践的な調査．研究の推進以下

の課題に取り組み、文化財に関する基礎的
な調査・研究を基に、文化財の調査・保存

・修復・整備・活用に関する実践的な調査

・研究を進め、その成果を文化財施策の向
上に資するよう提供すること。
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奈良文化財研究所がこの分

① 文化財の材料や技術的構造を明らかに Ａ １－（２）－① ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 野で果たす役割はきわめて大

し、それら文化財を生み出した文化的・歴 ア 発掘調査及びそれらに関連す ・調査・研究実施状況 議により、評定を実施 きい。その役割を果たすとと
史的背景の解明を進め、発掘調査の迅速化 る作業の手法・技術の開発・改 ・深層遺構探査法の開発状況 もにいくつもの実践的研究を
や美術品、出土品に関する科学的調査の発 良に関する調査・研究を行い、 ・官衙遺跡発掘調査法の開発状況 進められたことは、高く評価

展を図ること。特に、遺構の科学分析等に 遺跡発掘の迅速化を図るととも できる。
よる遺跡調査法、年輪から年代や当時の気 に、深層遺構探査法や官衙遺跡

象を分析する年輪年代測定法及び動植物遺 発掘調査法の開発を進める。 ・学術雑誌等への掲載論文等数 ４件以上 ４件未満 ３件未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

存体を用いた環境分析法を開発すること。 ３件以上

・学会、研究会等での発表件数 ４件以上 ４件未満 ３件未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

３件以上
年輪年代法測定法は、炭

イ 年輪から建築や美術の年代測 ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 素 14 年代の精度的な指標と

定、自然災害の発生の確認を行 ・調査・研究実施状況 議により、評定を実施 しての意味を果たしており、

う年輪年代測定法を開発する。 ・年輪年代測定法の開発状況 測定の迅速化、XCTの開発が
なされ、また考古学・美術史

・学術雑誌等への掲載論文等数 ３件以上 ３件未満 ２件未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ への貢献は多大な成果を上げ

２件以上 ており著しい進展が評価でき
る。

・学会、研究会等での発表件数 ２件以上 １件 ０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
動植物遺体の同定による考

ウ 研究のための資料となる考古資 ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 古学や環境学への貢献はもと

料、出土品、動植物遺存体等を全 ・調査・研究実施状況 議により、評定を実施 より、遺体計測により、漁撈

国各地から収集し、整理・分析す ・生活環境分析法の開発状況 技術の発展に関わる示唆に踏
ることにより、遺物の分布状況、 み込んだことは、さらなる今

分類、編年及び当時の生活環境を ・学術雑誌等への掲載論文等数 １６件 以 １６件 １２件 未 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 後に期待される。

解明する環境分析法を開発する。 上 未満 満
１２件

以上

・学会、研究会等での発表件数 ６件以上 ６件未満 ４件未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

４件以上

考古科学の中でも出土木製
エ 保存科学及び考古科学に関する ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協議 Ａ Ａ － － － Ａ 品の保存処理について最先端

国際会議の開催により 「考古科学 ・国際会議開催状況 により、評定を実施 技術に係わる研究者を招き、、

の総合的研究（ＣＯＥ 」のまとめ ・調査・研究実施状況 討論ならびに交流を持てたこ）
を行い、研究報告書を作成する。 とは大きな成果の一つであ

・学会、研究会等での発表件数 １件以上 ０件 Ａ Ａ － － － る。

・調査・研究報告書等刊行数 １件以上 ０件 Ａ Ａ － － －

デジタルアーカイブの一つ

② 科学的手法を用いた新たな保存修復技 Ａ １－（２）－② ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ の成果として精度の高い画像

術・方法の開発を進め、特に、文化財の彩 ア 文化財の彩色材料に関する非破 ・調査・研究実施状況 議により、評定を実施 を得、研究に役立て、公開す

色材料の非破壊測定法、臭化メチル全廃に 壊測定法の実用化のための基礎研 る手段と実践を果たしたこ
対応するための文化財の生物劣化防除法、 究を行い、得られた成果により、 と、ポータブル蛍光Ｘ線装置

屋外文化財(臼杵磨崖仏・厳島神社)に対し 報告書を作成する。 の適用による美術史への製作

環境が及ぼす影響とその技術的対策、大型 技法、文学作品評価への応用
木製品の保存処理法、有機質遺物の保存処 など、著しい成果をあげこと
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理法及び無機質遺物の非破壊構造調査法を は評価できる。

開発すること。 ・学術雑誌等への掲載論文等数 ２件以上 １件 ０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

・学会、研究会等での発表件数 ６件以上 ６件未満 ４件未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
４件以上

国際的な臭化メチルの代替
イ 臭化メチル燻蒸代替法及び殺 ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 手法の期限付き技術開発を行

菌・防カビ法の開発に関する研 ・調査・研究実施状況 議により、評定を実施 い、その普及に際して、最新

究を行い、得られた成果により の環境保全を基礎とした生物
報告書を作成する。 ・学術雑誌等への掲載論文等数 １件以上 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 被害を防ぐIPMを絡ませてそ

の定着を計り、その成果が出

・学会、研究会等での発表件数 ２件以上 １件 ０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ ていることは最も評価され
る。今後、如何に普及するか
が課題。

劣化要因解明とその影響

ウ 文化財施設の保存環境に関す ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ を軽減する方法及び修復材料
る状況調査及び厳島神社や臼杵 ・調査・研究実施状況 議により、評定を実施 ・技法の開発・評価の試みな

磨崖仏等の劣化調査と環境計測 ど、研究は着実に前進したも

を行い、周辺環境が文化財に及ぼ ・学術雑誌等への掲載論文等数 ７件以上 ７件未満 ５件未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ のと評価できる。自然界にお
す影響について調査・研究を進め ５件以上 ける文化財の保存問題はファ

得られた成果により報告書を作成 クターと条件が多様であっ
する。 ・学会、研究会等での発表件数 ８件以上 ８件未満 ６件未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ て、なかなか解決が難しい。

６件以上 しかし最も大きな課題であっ

て、地味ではあるが長期的な

展望の基により一層の充実し
た体制を期待したい。

また、今後、その成果の有

効な活用方策の検討が必要。
真空凍結乾燥法による保存

エ 大型木製品の劣化、有機質遺 ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 処理上困難とされる樹種の製
物の材質分析、無機質遺物の非 ・調査・研究実施状況 議により、評定を実施 品に対する成果と実用化は評
破壊構造調査に関する研究を行 ・保存処理法の開発状況 価される。

い、それぞれの保存処理法及び ・調査法の開発状況 併せて、果敢に有機質遺物の

調査法を開発する。 分析法ならびに新しい保存処
・学術雑誌等への掲載論文数 １１件 以 １１件 ８件未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 理法に取り組み、その成果が

上 未満 出てきている。より一層、今

８件以上 後に期待する。

・学会、研究会等での発表件数 ７件以上 ７件未満 ５件未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
５件以上

従来の伝統技術の材料の古

オ 古糊などの伝統的な修復材料 ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 糊の分析からその性質を把握

の素材の物性の解明を行い、文 ・調査・研究実施状況 議により、評定を実施 できたことは画期的なことで
化財修復の新たな素材と技法の ・文化財修復素材・技法の開発状況 ある。さらにそれをベースに

開発研究を行うとともに、レー ・文化財クリーニング法の開発状況 して新しく古糊にあたるもの

ザーによる文化財クリーニング を製造でき、その上により発

法の開発のための研究を行う。 ・学術雑誌等への掲載論文等数 ２件以上 １件 ０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 展的な使用が期待される段階
に至ったことは過去には無い

・学会、研究会等での発表件数 １件以上 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 例であろう。実際現場でのさ

らなる評価が期待される。
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官衙遺跡の整備状況および

カ 古代遺跡の保存科学的研究を ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 遺跡の斜面保護に関する写真
行い、保存修復指針及びデータ ・調査・研究実施状況 議により、評定を実施 ・図面等のデータを奈良文化
ベースを作成・公開する。 ・保存修復指針の作成・公開状況 財研究所のホームページ上に

公開し、各地の整備事業担当
者をはじめ広く一般からの閲

覧が可能としたことを評価す

る。更なるデータの蓄積を期
待する。

あらゆる分野にわたり、材

キ 近代の文化遺産の保存修復に ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 質も多様であり、自然界に存
関する研究を行い、得られた成 ・調査・研究実施状況 議により、評定を実施 在するものも多い。精力的な
果により報告書を作成する。 調査と保存処理法への着手、

・学会、研究会等での発表件数 ２件以上 １件 ０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 海外からの情報収集にも取り

組んでいることは高く評価で
・調査・研究報告書等刊行数 １件以上 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ きる。

今後、どのような形で実施

に移してゆくかの検討を期待
する。

平城宮、藤原宮などの整
③ 国民に親しまれる遺跡の公開・展示の Ａ １－（２）－③ ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 備・公開・活用法の研究は、

在り方と保存方法の開発を進めること。特 ア 平城宮跡・藤原宮跡の整備・ ・調査・研究実施状況 議により、評定を実施 全国各地の遺跡保存のあり方

に、遺跡の露出展示法を開発すること。 公開・活用に関する調査・研究 に一つの手本を示すものとし
 を行い 「宮跡整備構想」 に基 ・学術雑誌等への掲載論文等数 ２件以上 １件 ０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ て大きな期待が寄せられてい、

づく具体的整備方針を再検討す る。平城宮第一次大極殿地区

るとともに、全国各地の大規模 ・学会、研究会等での発表件数 １件以上 ０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ の復元整備事業が進む中でそ
な遺跡の整備及び管理状況につ の果たす役割は大きく、研究

いて、情報収集を行い、調査・ 所の存在意義が問われる研究
分析の結果について報告書を作 といえる。そうした期待に答
成する。 える研究が進められたことを

高く評価する。

研究所の長期的な基礎研
イ 出土遺構及び遺物の公開・活 ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 究であるが、最終年度に調査

用に資するため、遺跡の公開の ・調査・研究実施状況 議により、評定を実施 手法として多種類の測定法の

ための新たな保存法として、遺 ・遺跡露出展示法の開発状況 適応性を試みていることは評
跡の露出展示法を開発する。 価できる。

・学術雑誌等への掲載論文等数 １件以上 ０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

・学会、研究会等での発表件数 １件以上 ０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

本件を研究テーマに挙げた

（３）文化財に係る調査・研究に関する国 Ａ １－（３）－① ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ ことは文化財の保護・活用、
際交流・協力等の推進 ア 諸外国の文化財の保護制度に ・調査・研究実施状況 議により、評定を実施 さらには倫理を考える上で機

文化財の調査・保存・修復に関する国際 関する調査・研究 を得たものである。保護の実

機関、諸外国との調査・研究協力、情報交 態のみならず、活用の実態も

換、専門家の養成支援等を積極的に実施す 大いに報告して欲しい。
（ ）ることにより、文化財に関する国際交流を 自然界における遺跡 遺物

推進すること。また、外国の文化財保存修 イ 東南アジアの文化財を取り巻 ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 保存において考えられる要因

復に関する技術的指導・援助等を行うこと く自然環境とレンガ等材料の劣 ・調査・研究実施状況 議により、評定を実施 が著しく多い中にあって、そ
により、文化財に関する国際貢献・協力を 化原因に関する共同研究 の原因の一つと保存の手法が
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推進すること。 ・学術雑誌等への掲載論文等数 ２件以上 １件 ０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 見えてきたことは大きな成果

さらに、大学、研究機関等関係機関との であり、今後の応用と経年

共同調査・研究、研究者交流等を積極的に ・学会、研究会等での発表件数 ３件以上 ３件未満 ２件未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 変化の結果に期待する。
推進し、調査・研究の質の向上を図ること。 ２件以上

莫高窟ならびにイースター

ウ 中国及び中南米諸国との文化 ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 島のモアイの保存上の調査、
財の保存修復に関する調査・研 ・調査・研究実施状況 議により、評定を実施 保存処理は国際的にも高く評

究と技術移転・人材育成の実施 価できる。

・学術雑誌等への掲載論文等数 ２件以上 １件 ０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 今後の経年変化の結果に期
待する。

・学会、研究会等での発表件数 ３件以上 ３件未満 ２件未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

２件以上
機を得た研究であり高く

エ 地理情報システムを利用した ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 － － Ａ Ａ Ａ Ａ 評価する。この分野の将来に

文化財の防災計画に関する共同 ・調査・研究実施状況 議により、評定を実施 期待する。

研究
日本文化の継承のため、か

オ 在外日本古美術品修復につい ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ つ日本の保存修復技術者の国

ての諸外国の博物館・美術館と ・調査・研究実施状況 議により、評定を実施 際的な活躍の場であると同時
の協力事業及び研究機関・専門 に日本文化を広げるまたとな

家との学術交流 ・事業件数 ２件以上 １件 ０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ い機会である。研究所として
大変重要な仕事であり、今後

・修復件数 ５件以上 ５件未満 ４件未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ も成果を期待する。

４件以上

各地での活動は、国際的に
カ 環境による不動産文化財の劣 ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 大きな意味を持ち、現在もで

化状況調査と保存修復に関する ・調査・研究実施状況 議により、評定を実施 あるが、将来に向けて国際的

調査・研究 な中での日本の技術の在り方
・学術雑誌等への掲載論文等数 １件以上 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ を評価する良い機会と考えら

れる。今後も期待する。
・学会、研究会等での発表件数 １件以上 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

研究活動としてのみなら

キ アジアにおける古代都城遺跡、 ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ ず、日中、日韓の研究交流が

生産遺跡、古代庭園及び陶磁器に ・調査・研究実施状況 議により、評定を実施 着実に進行しており、評価で
関する調査研究及び研究協力 きる。

・学術雑誌等への掲載論文等数 ５件以上 ５件未満 ４件未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

４件以上

・学会、研究会等での発表件数 ２件以上 １件 ０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
装こう関係、漆工芸品につ

１－（３）－② ・研修実施実施状況 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ いては、国際的に最も評価さ

ア 文化財保存修復研究国際セン 議により、評定を実施 れており、また、装こう師、

ター（ＩＣＣＲＯＭ）と共同で 塗師の方々による研修、なら
国際修復研修事業を実施する。 ・受講者数 ８人以上 ８人未満 ６人未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ びにエクスカーションは最も

６人以上 効果があることと評価する。

・受講者の満足度 ８０％ ８０％ ６４％ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
以上 未満 未満

６４％

以上
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・アンケート結果の研修内容・方法充実へ 定性的評価を記述し、委員の協議 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

の反映状況 により、評定を実施

日本の文化財保護に関する
イ 文化財の保存・修復に関する ・シンポジウム開催状況 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 中核的研究機関として、どう
国際シンポジウムを実施する。 議により、評定を実施 しても必要な事業であり、適

切に進められているものと判
・参加者数 １７０人 １７０人 １４０人未 Ｃ Ａ Ａ Ａ Ａ 断される。

以上 未満 満 また、諸外国との学術的交

１４０人 流はもとより、情報交換の機
以上 会としても有意義であったと

評価する。

・参加者の満足度 ８０％ ８０％ ６４％ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
以上 未満 未満

６４％

以上

文化財保護に関する国際研
ウ アジア文化財保存セミナーを ・セミナー開催状況 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 究交流の推進の一環として重

実施する。 議により、評定を実施 要な事業である。各国１名と

人数は少ないが充実したセミ
・参加者数 １０人 １０人 ８人未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ ナーである。

以上 未満
８人以上

・参加者の満足度 ８０％ ８０％ ６４％ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

以上 未満 未満
６４％

以上

「文化的景観の成立、その
エ 国際文化財保存修復研究会を ・研究会開催状況 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 変遷 「文化遺産の公開・活」

実施する。 議により、評定を実施 用と保存環境」など、まさに
時機にかなった事業であり、

・参加者数 １００人 １００人 ８０人 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 文化財保護に関する国際貢献

以上 未満 未満 としてその成果が期待され

８０人 る。
以上

・参加者の満足度 ８０％ ８０％ ６４％ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

以上 未満 未満
６４％
以上

文化財保護に関する国際研

オ 国際協力事業団、ユネスコア ・研修への協力状況 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 究交流の推進の一環として重
ジア文化センター文化遺産保護 議により、評定を実施 要であり、適切に進められた

協力事務所等が実施する研修へ ものと評価できる。

の協力を行う。

アフガニスタン・イラクな

１－（３）－③ ・指導・助言・協力状況 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ どにおけるいち早い対応とそ

職員を外国に派遣し、文化財保 ・研究交流実施状況 議により、評定を実施 の成果は高く評価できる。
存修復に関する指導・助言・協力
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及び国際研究交流を実施する。 ・職員派遣数 ９人以上 ９人未満 ７人未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

７人以上

文化財研究所ならではの仕
１－（３）－④ ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 事として、意欲的に取り組ま
国内においても文化財の保存科 ・調査・研究実施状況 議により、評定を実施 れていることは評価できる。

学等の分野において、各種研究機
関・民間企業等との共同で調査・

研究を行う。

全国からの依頼が多く大変
１－（３）－⑤ ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協議 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ だと思われるが、積極的に多

外部機関等からの求めに応じ ・調査・研究実施状況 により、評定を実施 くの受託研究を受け入れ、ま

て、文化財の保存・修復に関する た他機関の要請を受けて保存
実践的研究を実施する。 修復に関する実践的研究を実

施したことは高く評価でき

る。今後、より一層広い間口

を設けられることを期待す
る。

１－（３）－⑥ ・目的・内容の適切性 定性的評価を記述し、委員の協議 － － － － － －
地方公共団体との共同による発 掘 ・調査・研究実施状況 により、評定を実施

調査を実施する。

いずれも優れた調査・研究

 ２ 調査・研究に基づく資料の作成・公表 Ａ ２ 調査・研究に基づく資料の作 ・内容の充実状況 定性的評価を記述し、委員の協議 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 報告書等が刊行され、きわめ
文化財に関する調査・研究に基づく成果 成・公表 ・刊行の適時性 により、評定を実施 て活発な出版活動が行われた

について、速やかに報告書等を作成し、適 ２－① ことを高く評価する。今後、

切な時期・方法により積極的に公表するこ ア 研究報告書、年報、研究論文 ・定期刊行物刊行数 ４件以上 ４件未満 ３件未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 成果の公表や発表による反を
と。その際、文化財研究者等だけでなく、 集、図録等を１２年度の実績以 ３件以上 の検証し、更なる向上に期待

多くの国民が容易に研究成果を入手できる 上刊行する。 する。
よう、情報通信技術の活用や再現模型・複 ・年報刊行数 ２件以上 １件 ０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
製品の作成等多様な手法を用いて、資料の

作成・公表を推進すること。なお、刊行物 ・研究報告書・研究論文集刊行数 １６件 １６件 １２件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

等の発行及び黒田記念館、飛鳥資料館、平 以上 未満 未満
城官跡資料館、飛鳥藤原宮跡発掘調査部展 １２件

示室の入館者数は、毎年度平均で平成１２ 以上

年度の実績以上を確保するよう努めること。
 ・図録刊行数 ３件以上 ３件未満 ２件未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

２件以上

・ニュースの刊行数 ５件以上 ５件未満 ４件未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

４件以上

・新聞、雑誌等への寄稿及び資料提供数 ２００件 ２００件 １６０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

以上 未満 未満

１６０件

以上
奈良文化財研究所創立 50

「 」イ １４年度に奈良文化財研究所の ・特別展示実施状況 定性的評価を記述し、委員の協議 － Ａ － － － Ａ 周年記念の 飛鳥・藤原京展

創立５０周年事業としてこれまで ・出版物刊行状況 により、評定を実施 の開催は、最近の文化財研究
の研究成果を総括し、特別展示・ ・国際シンポジウム開催状況 所の研究成果を展示の形で世
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出版事業を行い、国際シンポジウ ・巡回展開催状況 に問うたものであり、高く評

ムを開催するとともに、巡回展を 価する また 記念論文集 文。 、 「

開催する。 化財論表Ⅲ」も考古学研究の
進展に寄与することが大き
い。

国民への情報提供とサービ
ウ 公開学術講座、公開講演会、 ・公開学術講座開催状況 定性的評価を記述し、委員の協議 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ スの機会として重要な活動で

現地説明会を開催する。 により、評定を実施 あり、着実に成果をあげ、そ

れなりのフアンも獲得してい
・参加者数 ３９０人 ３９０人 ３１０人 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ るようである。高度な内容の

以上 未満 未満 学術会議や講座が行われてい

３１０人 るが、その成果の普及につい
以上 て更なる工夫を期待する。

・参加者の満足度 ８０％ ８０％ ６４％ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

以上 未満 未満
６４％

以上

積極的に研究成果・調査成
・公開講演会開催状況 定性的評価を記述し、委員の協議 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 果の講演会・報告会などが実

により、評定を実施 施され、開催回数、参加者数
や満足度は目標値を達成して

・参加者数 ３５０人 ３５０人 ２８０人 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ おり、多くの聴衆に大きな満

以上 未満 未満 足を与えたことを評価する。

２８０人 芸能部の公開講座は歴史が
以上 あるが、今後、新しい工夫を

期待する。

・参加者の満足度 ８０％ ８０％ ６４％ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
以上 未満 未満

６４％
以上

考古の現地説明会には、大

・現地説明会開催状況 定性的評価を記述し、委員の協議 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 変多くの参加者が集まり評価

により、評定を実施 できる。

・参加者数 3,000 人 3,000 人 2,400 人 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

以上 未満 未満
2,400 人

以上

・参加者満足度 ８０％ ８０％ ６４％ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

以上 未満 未満

６４％
以上

意欲的にデータベースの構

エ 調査・研究の成果としてのデ ・データベースの公開状況 定性的評価を記述し、委員の協 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 築が行われ、非常に多くのア

ータベースを順次公開する。 議により、評定を実施 クセスを得ており評価でき
る。また、研究所の活動の広

報手段としても重要であり、

多言語化も重要な方策であ
る。今後とも、利用度に留意
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し、力を入れて欲しい。

積極的に館内の改修を行っ

オ 黒田記念館、飛鳥資料館、平 ・黒田記念館展示・公開充実状況 定性的評価を記述し、委員の協 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ て黒田清輝の作品約 50 点の
城宮跡資料館、飛鳥藤原宮跡発 議により、評定を実施 展示を可能にし、土曜日の公
掘調査部展示室における展示・ 開、バリアフリー化、地方巡

公開を充実させ、入館者数を１ ・入館者数 3,500 人 3,500 人 2,800 人 Ｃ Ａ Ａ Ａ Ａ 回展の開催、絵はがき売店の
２年度の実績以上確保するよう 以上 未満 未満 設置など、公開成果を上げる

努める。 2,800 人 ための努力がはらわれていい

以上 ることは評価できる。
今後、国立博物館との統合

・入館者の満足度 ８０％ ８０％ ６４％ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ を踏まえ、より一層の有効利

以上 未満 未満 用が図られるシステムの構築
６４％ に期待する。
以上

・アンケート結果の展示・公開充実への反 定性的評価を記述し、委員の協議
映状況 により、評定を実施

常設展だけでなく、いろい

・飛鳥資料館展示・公開充実状況 定性的評価を記述し、委員の協議 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ろな企画が継続して行われて
により、評定を実施 いる。研究成果の速報性や、

見学者の満足度が高いことは
・入館者数 94,000 人 94,000 人 75,000 人 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 評価できる。

以上 未満 未満 入館者数の増加が望めない

、 、75,000 人 のは 周辺の環境の変化など

以上 不可抗力という要素もある
が、更なる努力を期待する。

・入館者の満足度 ８０％ ８０％ ６４％ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

以上 未満 未満
６４％

以上

・アンケート結果の展示・公開充実への反 定性的評価を記述し、委員の協議

映状況 により、評定を実施

常設展を通年実施したほ
・平城宮跡資料館展示・公開充実状況 定性的評価を記述し、委員の協議 Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ か、発掘速報展の開催など観

により、評定を実施 覧者の理解を深めるための努

力が行われたことを評価す
・入館者数 75,500 人 75,500 人 60,000 人 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ る。これから重要な意味を持

以上 未満 未満 つ施設であり、更なる努力を
60,000 人 期待する。
以上

・入館者の満足度 ８０％ ８０％ ６４％ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
以上 未満 未満

６４％

以上

・アンケート結果の展示・公開充実への反 定性的評価を記述し、委員の協議

映状況 により、評定を実施

入館者数、満足度が目標値
・飛鳥藤原宮跡発掘調査部展示室展示・公 定性的評価を記述し、委員の協議 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ を達成しており、着実に成果
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開充実状況 により、評定を実施 をあげてきた。

・入館者数 3,400 人 3,400 人 2,700 人 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
以上 未満 未満

2,700 人

以上

・入館者の満足度 ８０％ ８０％ ６４％ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

以上 未満 未満
６４％

以上

・アンケート結果の展示・公開充実への反 定性的評価を記述し、委員の協議
映状況 により、評定を実施

積極的にアンケートが実施

カ 研究成果の公表の結果に関して ・アンケート等の実施状況 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ されていることは評価でき、
適宜アンケート調査等を実施し、 議により、評定を実施 る。アンケートの成果をより

常に国民の評価を得るよう努める 積極的に生かすためにも、そ。

・アンケート調査等実施回数 １４回 １４回 １１回 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ の内容について一層の工夫が
以上 未満 未満 求められる。

１１回
以上

・国民の評価（満足度） ８０％ ８０％ ６４％ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

以上 未満 未満
６４％

以上

・アンケート結果の研究成果公表充実への 定性的評価を記述し、委員の協議

反映状況 により、評定を実施

２－② ・開催状況 定性的評価を記述し、委員の協 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

以下の協議会等を開催し、研究成 議により、評定を実施

果の質の向上を図る。
ア 民俗芸能研究協議会 ・参加者数 ９０人 ９０人 ７０人 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

以上 未満 未満

７０人
以上

・参加者の満足度 ８０％ ８０％ ６４％ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
以上 未満 未満

６４％

以上
高松塚・キトラ古墳の壁画

イ 文化財保存修復研究協議会 ・開催状況 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ の保存が問題になっている現

議により、評定を実施 状からも、こうした国際的な

協議会の開催は高く評価でき
・参加者数 ５０人 ５０人 ４０人 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ る。

以上 未満 未満

４０人
以上
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・参加者の満足度 ８０％ ８０％ ６４％ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

以上 未満 未満
６４％
以上

近代化遺産の保存・活用策
ウ 近代の文化遺産の保存研究会 ・開催状況 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ を探る上からも、こうした国

議により、評定を実施 際的な協議会の開催は評価で

きる。
・参加者数 ５０人 ５０人 ４０人 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ

以上 未満 未満

４０人
以上

・参加者の満足度 ８０％ ８０％ ６４％ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

以上 未満 未満
６４％

以上

計画に沿って着実に成果を
エ 保存科学研究集会 ・開催状況 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 挙げている。

議により、評定を実施 今後も、研究水準を維持し
つつ、テーマによっては可能

・参加者数 １００人 １００人 ８０人 Ｃ Ａ Ａ Ａ Ａ な範囲でオープンな集会を行

以上 未満 未満 うなどの工夫にも期待する。

８０人
以上

・参加者の満足度 ８０％ ８０％ ６４％ － Ａ Ａ Ａ Ａ
以上 未満 未満

６４％
以上

参加者の満足度は目標値を

オ 在外日本古美術品修復技術研 ・開催状況 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 達成しており、計画に沿って

究会 議により、評定を実施 着実に成果をあげている。

・参加者の満足度 ８０％ ８０％ ６４％ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

以上 未満 未満
６４％

以上

資料・図書の受入数、目録

３ 文化財に関する情報・資料の収集・整 Ａ ３ 文化財に関する情報・資料の 収 ・資料・図書の収集・整理・公開・提供状 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 所在情報作成件数、資料閲覧
理・提供 集・整理・提供 況 議により、評定を実施 室等の利用者数は、全て目標

文化財に関する情報・資料を計画的に収 値を達成しており評価でき

集・整理し、積極的に公開・提供すること。 ３－① ・資料・図書の受入数 11,000 件 11,000 件 8,800 件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ る。

その際、多くの国民が文化財に関する情報 ア 毎年、前年度実績を上回るよ 以上 未満 未満 今後、より一層の利用者増
・資料に容易に接することができるよう、 う文化財関係の資料・図書の収 8,800 件 と、文化財研究の資料センタ

情報通信技術を活用して情報提供を行うな 集・整理・公開・提供を充実す 以上 ーとして、高い目標を持って

ど、多様な手法を用いて、情報・資料の収 る。 系統的に資料や文献を収集す
集・整理・提供を推進すること。なお、情 ・目録所在情報作成件数 11,000 件 11,000 件 8,800 件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ ることに期待する。
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報・資料の収集及びホームページのアクセ 以上 未満 未満 また、もっと多くの外部者

ス件数は毎年度平均で平成１２年度の実績 8,800 件 が閲覧できるようなシステム

以上を達成すること。 以上 の構築を期待する。
 

・資料閲覧室等の利用者数 ３８０人 ３８０人 ３００人 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

以上 未満 未満
３００人

以上

積極的にデータベースの充
イ これまでの実績や蓄積したデ ・データベースの充実及び公開状況 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 実が図られ、作成数は目標値

ータを活用し、文化財関係資料 議により、評定を実施 を達成したことを評価する。

等に関するデータベースの作成 オープンリールのDAT化、CD
を継続・充実し、順次公開する。 ・データベース作成数 １７種類以 １７種類 １３種類未 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 化は、テープ素材の経年変化

上 未満 満 に伴う音質の劣化に対応する

１３種類 ものと大いに評価される。さ

以上 らに多くのデータベースの構
築と公開に期待する。

毎年度、目標値を大きく超

３－② ・研究実施状況 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ るアクセス件数は評価でき
。 、 「 」、文化財情報の電子化及びシステ ・文化財情報基盤の整備・充実状況 議により、評定を実施 る 例えば 雑誌 保存科学

ムの構築に関する研究の成果を活 ・情報提供実施状況 木簡に関するデータの電子化
かし文化財情報基地としての基盤 ・ホームページ充実状況 などは非常に便利であり、高
を整備・充実する。それにより、 く評価できる。

国民に対して円滑な情報提供を行

う。また、両研究所の研究・業務 ・ホームページアクセス件数 360,000 件 360,000 288,000 件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
等を広報するためホームページの 以上 件未満 未満

充実を図り、ホームページアクセ 288,000

ス件数を毎年度平均で１２年度実 件以上
績以上を確保する。

奈良文化財研究所の埋蔵

４ 文化財に関する研修等 Ａ ４ 文化財に関する研修等 ・研修の内容・方法の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 文化財発掘技術者等研修会

文化財の保存．活用を推進し、国民に対 ４－① 議により、評定を実施 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ は、日本の埋蔵文化財調査水
するサービスの向上を図るため、地方公共 準の向上に大きな役割を果た

団体、博物館、美術館等閑係機関の職員の ア 埋蔵文化財発掘技術者等研修 ・研修実施回数 １４回 １４回 １１回 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ しており、今後とも継続され
資質向上を目的とする研修等を計画的に実 年１４回(種類)、のべ２００ 未満 るべき事業である。
施すること。なお、文化財研究所が主催す 名程度に対し研修を実施する。 以上 １１回 未満

る研修事業に参加した者のうち、平均８０% 以上

「 」、「 」以上の者から 有意義だった 役に立った
と回答してもらえるよう研修内容の充実を ・受講者数 ２００人 ２００人 １６０人 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

図ること。 未満 未満

また、連携大学院制度により大学院生を 以上 １６０人

積極的に受入れるなど、文化財の保存・活 以上
用を支える人材の養成・確保に努めること。

 ・受講者の満足度 ８０％ ８０％ ６４％ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

未満
以上 ６４％ 未満
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以上

・アンケート結果の研修内容・方法への反 定性的評価を記述し、委員の協議
映状況 により、評定を実施

・受講生の再教育等フォローアップ状況 定性的評価を記述し、委員の協議
により、評定を実施

東京文化財研究所の博物館

イ 博物館・美術館等の保存担当 ・研修の内容・方法の適切性 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ ・美術館等の保存担当学芸員
学芸員研修 研修は、他の機関ではできな

年１回、２５名程度に対して 議により、評定を実施 い分野であり、日本の博物館

研修を実施する。 ・美術館の資料保存水準の向
・研修実施回数 １回以上 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 上に大きな役割を果たしてお

り、今後とも継続されるべき

・受講者数 ２５人 ２５人 ２２人 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ 事業である。

未満
２２人

以上 以上 未満

・受講者の満足度 ８０％ ８０％ ６４％ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

未満
６４％

以上 以上 未満

・アンケート結果の研修内容・方法への反 定性的評価を記述し、委員の協議
映状況 により、評定を実施

・受講生の再教育等フォローアップ状況 定性的評価を記述し、委員の協議
により、評定を実施

文化財研究所のすぐれた研
４－② ・連携大学院教育実施状況 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 究成果やそのノウハウを研究

議により、評定を実施 者養成に役立てることには大

きな意義があり、今後とも継

ア 東京芸術大学、京都大学、奈 ・受入学生数 ６人以上 ６人未満 ４人未満 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 続されるべき事業であろう。
良女子大学との間での連携大学 ４人以上

院教育を推進する。

文化財研究所が博物館学実
イ 東京と奈良において各々年間 ・博物館学実習生受入状況 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ 習生を受け入れることは、学

１０名程度の博物館学実習生の 議により、評定を決定 生にとっては大きな魅力であ
受入れを行う。 った。実習生の満足度が高く

・実習生数 ２０人 ２０人 １６人 Ｂ Ａ Ｃ Ａ Ｂ 評価できるが、他の機関での

未満 実施が可能であり、今後は文

１６人 化財研究所で行う必要はなか
以上 以上 未満 ろう。

・実習生の満足度 ８０％ ８０％ ６４％ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

未満
６４％

以上 以上 未満

文化庁が行う各種の事業に
５ 文化財の調査・保存・修復・整備・活 Ａ ５ 文化財の調査・保存・修復・整備 ・援助・助言の実施状況 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 専門的・技術的な援助を行う
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用に関する援助・助言 ・活用に関する援助・助言 議により、評定を実施 ことは、文化財研究所の設置

調査・研究の成果を活用し、国・地万公 ５－① 目的からも当然であり、大き

共団体等に対して、文化財の調査・保存・ 文化庁が行う平城宮跡及び飛鳥 ・援助・助言実施件数 ４０件 ４０件 ３２件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ な役割を果たしていることを
修復・整備・活用に関する専門的・技術的 ・藤原宮跡の整備・復原事業に対 未満 高く評価する。
な援助・助言を積極的に実施することによ する専門的・技術的な援助・助言 ３２件

り文化財保護の質の向上を図ること。 以上 以上 未満
 地方公共団体等が行う事業

５－② ・援助・助言の実施状況 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ について、考古関係だけでな

地方公共団体等が行う文化財の 議により、評定を実施 く芸能部など幅広く、専門的
調査・保存・修復・整備・活用等 ・技術的な援助・助言を行う

の事業等に対する専門的・技術的 ・援助・助言実施件数 ４１０件 ４１０件 ３３０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ とともに、援助・助言実施件

な援助・助言 未満 数も目標値を達成している。
３３０件 本事業は、文化財研究所の設

以上 以上 未満 置目的からも当然であり、研

究所の大きな役割を果たして

いることは高く評価できる。
地方公共団体が設置する博

５－③ ・援助・助言の実施状況 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 物館等の保存環境の調査や資

地方公共団体等が設置する文化 議により、評定を実施 料保存法について指導を行う
財の収蔵・公開施設に対する専門 ことは、文化財研究所の設置

的・技術的な援助・助言 ・援助・助言実施件数 １７０件 １７０件 １４０件 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 目的からも当然であり、研究
以上 未満 所が大きな役割を果たしてい

１４０件 ることは高く評価できる。

以上 未満

平城宮、飛鳥・藤原宮など
６ 前各項の業務に附帯する業務 Ａ ６ 前各項の業務に附帯する業務 定性的評価を記述し、委員の協 の公開・活用事業への協力・

（１）国の文化財に関する公開・活用事業 ６－(1) ・協力・支援状況 議により、評定を実施 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 支援について、文化財研究所

を促進するため、文化財研究所の業務に密 平城宮跡、飛鳥・藤原宮跡等の ・維持管理実施状況 が努力していることは高く評
接な関係を有する遺跡地の公開・活用に協 公開・活用事業への協力・積極的 価できる。

力・支援すること。 支援を実施する。また、文化庁平
城宮跡等管理事務所の運営に積極
的に協力する。

（２）平城宮跡及び飛鳥・藤原宮跡等の解 平城宮の見学者に対する解

説、環境保全等を行うボランティア活動を Ａ ６－(2) ・ボランティア活動状況 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 説ボランティアが大きな役割
積極的に支援し、ボランティアの文化財に ①解説ボランティア事業を運営 議により、評定を実施 を果たしている。また、その

対する学習需要にも適切に対応するととも する。 運営や研修事業は適切に実施
に、毎年度平均で平成１２年度実績以上の ・ボランティア登録者数 １００人 １００人 ８０人 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ されており高く評価できる。
ボランティアの確保を図り、来訪者に対す 以上 未満 未満

るサービスを充実すること。 ８０人

 以上

・事業参加者数 45,000 人 45,000 人 36,000 人 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

以上 未満 未満

36,000 人
以上
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・参加者の満足度 ８０％ ８０％ ６４％ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

以上 未満 未満
６４％
以上

②各種ボランティアに対して、 ・ボランティア支援状況 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 各種ボランティア団体への

活動機会・場所の提供、文化 議により、評定を実施 活動場所の提供、またその学
財に関する学習会の実施等の 習活動への援助など適切に行

支援を行う。 ・ボランティアに対する学習会実施回数 ２回以上 １回 ０回 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ われており、評価できる。

・参加者数 １５０人 １５０人 １２０人 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

以上 未満 未満

１２０人
以上

・参加者の満足度 ８０％ ８０％ ６４％ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
以上 未満 未満

６４％
以上

適切に行われているものと
③ミュージアムショップを委託 ・運営状況 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 評価できる。特に、図録が売

により運営する。 議により、評定を実施 れていることは大変喜ばし

い。

・ミュージアムショップの利用状況 1,700 人 1,700 人 1,400 人 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
以上 未満 未満

1,400 人

以上

適切に行われているものと

④平城宮跡、飛鳥・藤原宮跡等 ・サービスの充実状況 定性的評価を記述し、委員の協 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 判断され、アンケート結果は
への来訪者に対する満足度を 議により、評定を実施 高い満足度を得ているが、来

調査し、サービス充実の目安 訪者からの回収率が低いの
とする。 で、アンケート結果に満足し

・来訪者の満足度 ８０％ ８０％ ６４％ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ てはならないと思われる。

以上 未満 未満 また、アンケートの回収率

６４％ 向上に努められたい。
以上
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〇 財務内容の改善に関する事項

中期目標 評価基準 中期目標評定事業年度段階的評価結果 中期計画

中期目標 中期計画 指標又は評価項目

段階的評定 Ａ B C 13 14 15 16 17 定性的評価段階的評定

Ⅳ 財務内容の改善に関する事項 ○ 予算（人件費の見積りを含む 、 ①決算報告書の区分による予算の執行状況 定性的評価を記述し、委員の協議。）

自己収入の確保、予算の効率的な執行に Ａ 収支計画及び資金計画 ②運営費交付金の収益化に関する状況 により、評定を実施 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 運営費交付金の収益化は、

努め、適切な財務内容の実現を図ること。 収入面に関しては、実績を勘案しつ ③外部研究資金、施設使用料等自己収入の 経費の性格により成果進行型
（１） 積極的に外部研究資金、施設使用 つ、外部資金等を積極的に導入するこ 増加状況 基準、機関進行型基準、費用

料等、自己収入の増加に努めること。また、 とにより、計画的な収支計画による運 ④固定的経費の節減状況 進行型を適用している。中期

自己収入額の取り扱いにおいては、各事業 営を図る。 ⑤還付消費税を財源とする流動資産の使用 計画最終年度には、繰越債務
年度に計画的な収支計画を作成し、当該収 また、管理業務の効率化を進め 状況 を含め交付額は全て収益化さ
支計画による運営に努めること。 る観点から、各事業年度において、適 れた。

（２） 固定的経費の節減 切な効率化を見込んだ予算による運営 運営費交付金を充当して行

管理業務の節減を行うとともに、効率的 に努める。 う業務の効率化は、平成 13
な施設運営を行うこと等により、固定的 経 （１）予算 年度に 2.92%、14 年度に 3.0

費の節減を図ること。 （２）収支計画 7%、15 年度に 2.90 ％、16 年

（３）資金計画 度に 1.63 ％、そして、今年
度 1.96 ％を達成したことは

高く評価できる。
還付消費税を財源とする流

動資産の使用状況について

は、平氏絵 18 年 12 月に竣工

予定の「飛鳥藤原宮跡発掘調
査部（都城発掘調査部）第二

収蔵庫増築工事」及び「飛鳥

資料館展示室増築工事 （い」
ずれも平成 17 年度に契約）

が竣工後、その工事費に充当
する予定である。

○ 短期借入金の限度額 ・短期借入金の借入状況 定性的評価を記述し、委員の協議

短期借入金の限度額は、６億円。 により、評定を実施 － － － － － －

短期借入が想定される理由は、運営
費交付金の受入れに遅延が生じた場合

である。

○ 剰余金の使途 ・剰余金の使用等の状況 定性的評価を記述し、委員の協議 目的積立金の使途は適切に

決算において剰余金が発生した場合 により、評定を実施 － Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 計画どおり実施されている。
は、調査・研究、出版事業及び国民に また、損失の発生を補填する
対するサービスの向上に必要な展示施 ため通則法第 44 条 1 項積立

設・設備の整備等に充てる。 金を取崩したことは妥当であ

る。
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〇 その他主務省令で定める業務運営に関する事項

中期目標 評価基準 中期目標評定事業年度段階的評価結果 中期計画

中期目標 中期計画 指標又は評価項目

段階的評定 Ａ B C 13 14 15 16 17 定性的評価段階的評定

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項 １ 人事に関する計画 ・人事管理の状況 定性的評価を記述し、委員の協議 全体として概ね適切に運営

１ 人事管理(定員管理、給与管理、意識改 Ａ （１）方針 により、評定を実施 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ されているものと評価でき

革等)、人事交流の適切な実施により、内 ① 職員の適正な配置と計画的 る。今後は、国立博物館との
部管理事務の改善を図ること。 統合を踏まえ、必要な箇所へ

 の積極的な人事配置が必要と

思われる。

２ 長期的な展望のもとに施設・設備整備計 ２ 施設・設備の整備を計画的に推進 ・施設、設備の整備状況 定性的評価を記述し、委員の協議 奈良文化財研究所の本庁舎

、 。画を作成し、整備を推進すること。 Ａ する。 により、評定を実施 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ の新築は 早急の課題である

その折には、これまでと違っ 
た、全国民に開かれた新しい

タイプの研究所を模索して欲

しい。
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